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平成１６年３月期 中間決算短信  (連結)                  平成 15年 11 月 17 日 
上 場 会 社 名   株式会社 ミスミ   上場取引所  東 
コ ー ド 番 号   ９９６２   本社所在都道府県 
(URL http://www.misumi.co.jp)    東京都 
代 表 者 代表取締役社長   三枝 匡    
問合せ先責任者 ファイナンス室長  樋沼 国寿   TEL (03) 3647 - 7124 
中間決算取締役会開催日 平成 15年 11月 17日    
米国会計基準採用の有無 無    

１. 15 年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15 年 9月 30 日）        

(1) 連結経営成績               (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売    上    高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円         ％  百万円         ％  百万円         ％  
15年 9月中間期 32,495 17.3 4,218 41.1 4,285 46.6 
14年 9月中間期 27,709 7.4 2,990 38.6 2,922 38.9 
15年 3月期 57,749 －  6,640 －  6,624 －  

 

 
中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 
潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円         ％  円 銭 円   銭 
15年 9月中間期 2,409 58.3 90 86 90 62 
14年 9月中間期 1,522 36.9 57 44 57 40 
15年 3月期 3,518 －  129 80 129 75 

(注) ① 持分法投資損益 15年9月中間期    － 百万円   14年9月中間期    － 百万円 15年3月期    － 百万円 
 ② 期中平均株式数(連結) 15年9月中間期26,516,931株 14年9月中間期26,500,991株 15年3月期 26,502,838 株 
 ③ 会計処理の方法の変更 無   
 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 連結財政状態 

 総  資  産 株  主  資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円  百万円  ％  円  銭 

15年 9月中間期 38,241 29,551 77.3 1,114   16 
14年 9月中間期 33,021 25,738 77.9 971   21 
15年 3月期 36,781 27,495 74.7 1,034   38 

(注) 期末発行済株式数(連結) 15年9月中間期26,523,933株 14年9月中間期26,502,048株 15年3月期 26,506,267 株 

(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高 

 百万円  百万円  百万円  百万円  
15年 9月中間期 916 △  208 △  336 12,692 
14年 9月中間期 1,189 △  23 △  282 8,443 
15年 3月期 4,581 764 △  543 12,342 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

     連結子会社数  12 社   持分法適用非連結子会社数 － 社   持分法適用関連会社数 － 社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

     連結（新規） 2 社    （除外） － 社    持分法（新規） － 社     （除外） － 社 

２. 16 年 3月期の連結業績予想（ 平成 15 年 4月 1日  ～  平成 16 年 3月 31 日 ） 

  売   上   高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円  百万円  百万円  

通  期 66,000 7,720 4,160 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）   156 円 84 銭 

※上記の予想は本資料の決算発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。  

なお、上記予想に関する事項は、添付資料 8 ページをご参照下さい。  
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１．企業集団の状況  
 当社の企業集団は、株式会社ミスミ（当社）、連結子会社 12社で構成されており、主として
自動機械向けメカニカル部品（ＦＡ用部品）、金型用部品、エレクトロニクス部品ならびに金型

加工用工具等の通信販売及び仕入を行っております。 
 当社グループの事業の状況の概要図及び主要な会社名は次の通りであります。 

（主として製造業者）

国内協力メーカー

商品販売

商品販売

商品販売

商品仕入

商品仕入

商品仕入

取引先一般
・その他事業（全部）

連結子会社

カタログ通販
ＥＣ( ）

※金額が小さく影響が軽微なものについては、取引系統の記載を省略しております。

MISUMI E.A.
HK LIMITED

海 外 代 理 店
MISUMI(THAILAND)
CO., LTD.

MISUMI OF THE
AMERICAS, INC.

MISUMI UK LTD
MISUMI SOUTH EAST
ASIA PTE. LTD.

MISUMI TAIWAN
CORP.

MISUMI KOREA
CORPORATION

(株)

仕　　　　　　入　　　　　　先

・金型用部品事業
・ＦＡ用部品事業

・その他事業（一部）
・エレクトロニクス部品事業

ミ
　
ス
　
ミ

海　　　外国　　　内

海外仕入先

当　　　社

得　　　　意　　　　先

・金型用部品事業
・ＦＡ用部品事業

・その他事業（全部）
・エレクトロニクス部品事業取引先一般

MULTI-BITS
CO.,LTD

SHANGHAI MISUMI
INTERNATIONAL
TRADING CO.,LTD

GUANGZOHU MISUMI
INTERNATIONAL
TRADING CO.,LTD

MISUMI EUROPA
GmbH

SHANGHAI MISUMI
PRECISION
MACHINARY CO.,LTD
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２．経営方針  

(1) 経営の基本方針 

 当社グループの社会的使命は、第一に顧客が必要とする商品を安価かつ短納期で供給するこ

とにより、日本とそして世界の製造業の競争力を背後から強く支えることにあります。製造業

の多くがこれまで以上にＱ（品質）Ｃ（コスト）Ｔ（時間）の戦いを求められる昨今にあって、

「ＱＣＴイノベーター」を自負する当社グループに求められる社会的役割は従前にも増して大

きくなるものと考えております。 
 第二の使命は、多角化事業の展開を通じて、停滞した日本企業に取って代わるコーポレイト

ベンチャリングの世界を構築することです。大企業とベンチャーのメリットを組み合わせるこ

とで成長力と規模を兼ね備えたスピード感のある事業の育成を図ること、そしてそのモデルの

構築こそが日本の経済社会の閉塞感を打ち破るために必要な答えの一つになるものと考えてお

ります。 
 そして第三の使命は日本の産業界に貢献しうる経営者的人材を育成することです。創って作

って売るという商売の基本サイクルが完結した当社のチーム制の下、チャレンジングな目標を

与えることにより若きリーダーを鍛え、その経営的力量を高めることにより、当社だけでなく

日本の産業界に貢献しうる人材を輩出することのできる企業を目指して参ります。 
 主な事業は、企業向けのカタログ通販とＥＣ（電子商取引）により、ＦＡ用部品、金型用部

品、エレクトロニクス部品（制御用ＰＣ・配線）、工具の販売及び再研磨サービス、印刷・デザ

イン業界向けのデジタルコンテンツやＤＴＰ関連商品、動物病院向けの医薬・消耗品、飲食店

向けの食品・消耗品等の提供を行っており、積極的にグローバル展開を図っております。 
 環境の変化とともに、ユーザーニーズも多様化しているため、そのニーズを充足させるベス

トな商品・サービスをタイムリーに供給できる柔軟な事業構造を維持・発展させていくことを

常に考え、行動していく所存です。そのために、迅速かつ正確な情報伝達と適切な対応ができ

る組織運営により、ユーザーやパートナーとの信頼関係を維持・発展させていきたいと考えて

おります。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

当社グループにおいては、株主に対する利益還元を最重要課題の一つとして位置付け、利益

配分は配当性向 20％以上を目途に決定しております。 
 また、内部留保資金につきましては、財務体質の充実・強化を図りながら、長期安定的な経

営基盤の確立に向けた商品力・サービスの向上と国内外の仕入・販売体制の整備及び多角化事

業分野への展開に活用して参ります。 
 
(3)コーポレイト・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
①コーポレイト・ガバナンスに関する基本的な考え方 
 当社は、顧客や株主の皆様は勿論のこと、自らの事業展開と人材の育成を通じて日本と世

界の経済社会に広く貢献しうる企業であることを目指しているため、コーポレイト・ガバナ

ンスについても経営上の重要課題として積極的に取り組んでおります。 
 経営組織においては事業部制の下、シンプルな経営階層により効率的な組織運営を図る一

方、経営や業績に影響を及ぼす重要な事項については、速やかに取締役会や監査役会におい

て報告を受ける体制を構築しております。 
 また、執行役員制度の導入による監督と執行の分離を図るとともに、第三者による客観性

のある経営の監督を受けるべく、社外取締役制度、社外監査役制度を実施しております。 
 コンプライアンス及びリスクマネジメントについては担当役員の下、日常的に社内イント

ラネットを通じた社員教育や意識の喚起を行っておりますが、今後は各部門の自立性を高め

ながら遵法意識やリスク管理に取り組んでいく体系的な仕組みの整備を図って参ります。 
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②コーポレイト・ガバナンスに関する施策の実施状況 
・ 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレイト・ガ

バナンス体制の状況 
 
 当社の業務執行・監視の仕組み、内部統制の仕組みの模式図は以下のとおりです。 
 

 
 
 当社は、取締役会および監査役会により業務執行の監督および監査を行っております。 
 取締役会は、取締役５名（うち社外取締役１名）で構成され、重要な業務執行その他法

定事項について決定を行うほか、業務執行の監督を行っております。 
また、取締役会の諮問機関として社外取締役を含む取締役３名で構成される報酬委員会

を設置しており、第三者を含む客観的な視点から報酬制度・報酬水準を検討する仕組みと

しております。 
 監査役会は、監査役３名（うち社外監査役 2名）で構成され、各監査役は、監査役会が
定めた監査の方針、業務の分担に従い、取締役会や執行役員会、経営会議への出席や業務、

財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っております。特に社外監査役

については１名を弁護士、１名を公認会計士として専門家の立場から客観的な監査を行う

体制となっております。また、本年６月に開催された定時株主総会においては今春認めら

れた監査役補欠者の選任制度を定款に定め、税理士の廣瀬彰氏にご就任していただくこと

で、万一の事態に備えることとしました。 
 執行体制としては取締役会の監督の下に執行役員会と社長、執行役員及び各部門の部門

長で構成される経営会議を設置しており、業務執行上の重要事項について迅速な経営判断

が可能な体制を構築しております。 
 また、上記のほか、当社の顧問弁護士及び監査法人からも、業務執行上疑義が生じた場

株主総会 

監査役会 取締役会 報酬委員会 

執行役員会 

経営会議 

各事業部等 
コーポレイトセンター 

（法務・コンプライアンス） 

うち社外監査役２名 

（弁護士１名） 

（公認会計士１名） 

うち社外取締役１名 



ミスミ 【 連 結 】 

 － 4 － 

合には、適宜助言を仰いでおります。 
 
・ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の

利害関係の概要 
 
 社外取締役吹野博志氏は、デルコンピュータ（株）の代表取締役会長であります。当社

は同社よりコンピュータ及び付帯する機器等を購入しておりますが、定型的な取引の範囲

に留まっており、社外取締役個人が直接利害関係を有するものではありません。 
 社外監査役竹俣耕一氏は城東監査法人の代表社員であり公認会計士、社外監査役丸山輝

久氏は弁護士法人東京フロンティア基金法律事務所の所長であり弁護士でございますが、

当社との特別な利害関係はございません。 
 
③会社のコーポレイト・ガバナンスの充実に向けた取り組みの今上半期（2003 年 4 月から 9
月）における実施状況 

 
 今上半期において、取締役会を８回、執行役員会を１２回、経営会議を１２回開催し、重

要な業務執行の決定や経営の重要事項についての審議を行ったほか、コーポレイト・ガバナ

ンスの充実に向けた施策についても検討・決定を致しました。 
 監査役会は６回開催され、監査の方針、分担等を決定し、各監査役が実施した監査の結果

を報告しました。監査は本社だけでなく、マーケティングセンター、流通センターについて

も実施いたしました。 
 企業情報の開示については、当社ホームページにおいて毎月の売上状況を含む各種企業情

報の開示を行っているほか、半期毎の決算説明会や投資家向けの説明会の実施、経営施策の

迅速かつ正確な情報開示など積極的に取り組んでおります。 

 

(4) 中長期的な経営戦略と課題 

 当社グループの中長期的な経営戦略として、①既存事業の戦略・ビジネスプロセスの見直し

及び②グローバル展開の強化を掲げております。ユーザーニーズに基づいた商品を企画・調達

することで、Ｂ２Ｂ市場における高収益なプラットフォームビジネスの構築を目指し、業績の

向上・利益の拡大に努める所存であります。 
 
①既存事業の戦略・ビジネスプロセスの見直し 
 当社グループの既存事業においては ABC(Activity Based Costing)分析手法の導入によ
り、商品戦略及び顧客別戦略の再構築を図っております。また、事業プラットフォームの

強化策として受注・物流・配送に至るまでのコンピュータシステムの強化や個々の顧客の

情報をより多く取り入れたＣＲＭの構築を図り、きめ細やかなマーケティング戦略を展開

することでこれまで以上に高い顧客満足を実現していく所存です。 
 
②グローバル展開の強化 
 当社グループのグローバル展開においては、まず、各国で完結する「ミスミモデル」を

それぞれの国で完成させることを目指します。そして、それぞれの国毎に持つ独自の強さ

を膨らませ、グローバル戦略と各国毎のローカル戦略を組み合わせた展開を図る計画です。 
具体的には、既存のインターナショナル事業部をアジア事業部と欧州事業部に再編成し

ました。また、商品調達拠点としても市場としても可能性の大きい中国に注力し、その第

一弾として、中国上海市において「ミスミ生産網園区」をスタート、国内で実績のある協

力メーカーの生産拠点の開設をサポートすると共に、中国国内の生産・物流のハブ機能を

担う「QCT センター」を設立しました。同時に「中国語版プレス金型用標準部品カタロ
グ」を発刊、中国のお客様にも日本とほぼ同等のサービスを提供する為の準備が整いまし

た。 
また、機械工業系事業だけではなく多角化系事業であるビジュアルメディア事業におい
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ても韓国を皮切りにアジアを中心とした国際展開を図って参ります。 
 

(5)目標とする経営指標 
当社グループと致しましては、事業効率を重視する観点から営業利益率を経営指標として採

用しております。具体的には営業利益率１０％以上を確保するとともに、さらに株主の皆様の

期待に応えうる効率性の高い経営を目指して参ります。 
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 
・当中間期の概況 
 当中間期におけるわが国経済は、アジア向け輸出の好調、設備投資の回復、半導体などハ

イテク需要の持ち直しを反映した業種で業況の改善が見られました。設備投資については、

米国向けを中心に自動車輸出が伸びていることや、比較的堅調であった国内販売に支えられ

て自動車メーカーの収益が改善したことを背景に拡大を示しました。輸送用機械の寄与のみ

ならず、半導体などハイテク関連商品の出荷増加を背景として電気機械の設備投資も拡大し

ております。個人消費も底堅く推移しました。 
 海外におきましては、米国経済は鉱工業生産が増加し、減税効果による個人消費の回復、

IT関連を中心とした設備投資の持ち直しの動きが見られましたが、雇用の停滞もあり回復力
は弱い状況で推移しました。日本や米国が回復基調を見せる中、欧州経済は引き続き厳しい

状況が続いています。一方、アジアについては、韓国景気は停滞感を見せるものの、好調な

中国を中心に台湾やタイにおいても引き続き回復基調は維持されており、香港においても明

るい兆しが見え始めました。 
 このような状況にあって当社グループは、継続的な新商品の開発に注力をし、これらをタ

イムリーに新規カタログに掲載しました。あわせて、ＤＭ等による積極的な販売促進策の展

開を行いました。また、顧客の求める短納期化のニーズに応える施策を進めて参りました。 
以上により、売上高はＦＡ用部品事業で３４．９％の大幅増収、さらに、金型用部品事業で

５．５％、エレクトロニクス部品事業で２８．４％と基幹である機械工業系事業において、

前年同期に比べて増収となりました。その他の事業におきましても６．６％の増収を果たす

ことができました。 
 この結果、売上高は３２４億９５百万円、対前年同期で４７億８５百万円（１７．３％）

の増収となりました。これは当社グループの中間期における最高売上高であります。利益面

につきましては、営業利益は４２億１８百万円と対前年同期で１２億２８百万円（４１．

１％）の増益、経常利益は４２億８５百万円と対前年同期で１３億６２百万円（４６．６％）

の増益、中間純利益は２４億９百万円、対前年同期で８億８７百万円（５８．３％）の増益

となりました。 
 
・ 事業別セグメントの業績 
①ＦＡ用部品事業 
 ＦＡ用部品事業（メカニカル事業部担当）は、自動車製造設備関連企業および電子部品製

造設備関連企業の稼働が堅調に推移し、あわせて顧客による短納期化要請を背景に、新規カ

タログを投入、平行して顧客ニーズに基づくプライスダウンを実施するなど、積極的な販売

促進策が奏功した結果、売上高は１２０億２百万円となり、前年同期に比べ３１億２百万円

（３４．９％）の増収となりました。営業利益は、売上増及び引き続きコストダウンに注力

した結果２０億６７百万円となり、前年同期と比べ６億８９百万円（５０．１％）の増益と

なりました。 
 
②金型用部品事業 
 金型用部品事業（フォーミング事業部担当）は、プレス金型用部品事業及びプラスチック

金型用部品事業によって構成されております。外部環境としては自動車製造関連企業の稼働

が堅調に推移する中、顧客ニーズに基づく大幅なプライスダウンを実施するなどにより好調

を維持した結果、売上高は１２３億７７百万円となり、前年同期に比べ６億３９百万円（５．

５％）の増収となりました。また、営業利益は売上増及び経費節減に注力した結果１８億４

１百万円となり、前年同期と比べ１億９９百万円（１２．２％）の増益となりました。 
 
③エレクトロニクス部品事業 
 エレクトロニクス部品事業（制御用ＰＣ関連事業及び配線部品関連事業：エレクトロニク

ス事業部担当）は、配線部品が顧客・受注件数ともに大幅増が続き、全体での売上高は３３



ミスミ 【 連 結 】 

 － 7 － 

億９７百万円となり、前年同期と比べ７億５２百万円（２８．４％）の増収となりました。

また、営業利益は２億４７百万円となり、前年同期と比べ１億６０百万円（１８４．３％）

の増益となりました。 
 
④その他事業 
 その他事業は、切削工具関連事業（ツーリング事業部担当）、 デジタル素材・ＤＴＰ関

連事業（ビジュアルメディア事業部担当）、 病院向け医薬消耗品関連事業（メディカル事

業部担当）及び飲食店向け食品消耗品関連事業（フード事業部担当）で構成されております。 
 その他事業の合計売上高は４７億１９百万円となり、前年同期と比べ２億９２百万円（６．

６％）の増収となりました。また、営業利益は６２百万円となり、前年同期の１億１６百万

円の営業損失と比べ１億７８百万円（－％）の増益となりました。 
 
・所在地別セグメントの業績 
①日本 
 国内は、当社グループの主要な取引先である自動車業界及び電機業界の業績回復が続く中、

カタログの発行や新商品の発売、新規顧客の開拓といった販売促進策が奏功し、売上高は３

１０億５５百万円となり、前年同期に比べ４５億円４８百万円（１７．２％）の増収となり

ました。これとあわせて、収益性の改善に取り組んだ結果、営業利益は４０億９４百万円と

なり、前年同期と比べ１２億７６百万円（４５．４％）の増益となりました。 
 
②アジア諸国 
 中国での高成長を背景として、これに牽引される形で中国以外のアジア諸国でも緩やかな

景気の回復傾向が続いております。台湾でもＩＴ需要の回復と中国大陸の旺盛な素材需要を

背景に、電子機器、化学工業等が好調に推移しました。韓国では内需の弱さ、労働組合のス

ト、多大な被害をもたらした台風１４号の影響に加え、９月７日のＧ７以降加速しているド

ルに対するウォン高の影響から、景気の停滞感が支配的となっております。香港では中国本

土との関係改善をテコに、景気本格回復の期待が強まる中で、内需低迷により経済回復が遅

れております。タイは製造業が内需、外需ともに好調で、高い伸びとなっております。特に

外需については、中国向け輸出が順調に増加しております。シンガポールではＳＡＲＳの影

響による海外からの来訪者数の減少などを背景に、実質ＧＤＰ成長率が低調と予想されてお

ります。以上により、アジア全体の売上高は２７億６百万円となり、前年同期に比べ５億５

９百万円（２６．１％）の増収となりました。一方、営業利益については、１億５５百万円

となり、前年同期と比べ２２百万円（１２．５％）の減益となりました。 
 
③北米・中南米 
 アメリカ経済は、引き続き雇用の低迷が消費者マインドの悪化の要因となっているとはい

え、個人消費には、減税効果などから回復の動きが見られます。また、鉱工業生産も増加の

傾向が見られ、景気は上昇しはじめているものと推測されます。そのような中、売上高は８

億７百万円となり、前年同期に比べ１億１０百万円（１５．９％）の増収となりました。ま

た、営業利益は５７百万円となり、前年同期の１１百万円の営業損失と比べ６９百万円

（－％）の改善を図ることができました。 
 
④ヨーロッパ 
 欧州の主要国におきましては、景気が企業・個人ともに低調に推移する中でＦＡ用部品の

販売に注力した結果、売上高は３億６１百万円となり、前年同期と比べ７５百万円（２６．

２％）の増収となりました。また、営業利益については、前年同期の９百万円の営業損失に

引き続き、３５百万円の営業損失の計上となりました。 
 

(注)当中間連結会計期間より、セグメント情報に記載のとおり、営業費用の配賦方法を変更しております。

そのため、前年同期比較につきましては、前年数値について組み替えて算定した数値に基づき比較してお
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ります。 

 
 
・通期の見通し 
 国内におきましては、輸出主導による緩やかな景気回復が続いているものの、雇用情勢や

個人消費は依然低調に推移しているとともに、不良債権処理問題等の金融不安や米国経済の

先行き不安に伴う不透明感の増加があり、急激な景気回復は望めないものと予想しています。

このような中、経営環境の変化に即応して事業展開・経営戦略の充実を図る組織体制により、

事業の強化・育成、顧客へのサービス拡充と事業プラットフォームを中心とした機能効率の

改善を図り、市場シェアを高め、収益力の向上を目指します。 
 海外におきましては、アジア経済を中心に回復基調にあるものの、米国・欧州経済の先行

き懸念など不透明な要素があり、景気安定にはまだ時間を要するものと予想しております。

そのような中で、当社はグローバル戦略を重視し国際分野での競争優位性を築き上げたいと

考えております。 
 以上により、売上高は６６０億円、経常利益７７億２０百万円、当期純利益４１億６０百

万円を予想しております。 

 
 
［業績予想に関する留意事項］ 
 この資料に掲載されている通期の見通し及び将来に関する記述部分につきましては、国内

及び諸外国の経済状況、各種通貨の為替レートの変動、業績に影響を与えるその他の要因等、

現時点で入手可能な情報をもとに、当社及び当社グループが合理的であると判断した一定の

前提に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。従いまして、これらの将

来に関する記述のみに全面的に依拠して投資判断を下すことは控えるようお願い致します。

実際の業績は、様々な要素により、これら業績予想とは大きく異なる結果となり得ることを

ご承知おきください。 
 実際の業績に影響を与えうる重要な要素には当社及び当社グループを取り巻く経済情勢、

市場の動向、為替レートなどが含まれます。 
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（２）財政状態 
・当中間連結会計期間のキャッシュフローの状況 
 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物の期末残高は、期首と比

べ３億４９百万円増加し、１２６億９２百万円となりました。 
（営業活動におけるキャッシュフロー） 
税金等調整前中間純利益が４２億１４百万円と前年同期と比べ１５億３４百万円増加

しましたが、売上債権の大幅な増加や法人税等支払額の増加等のマイナス要因があり、営

業活動によるキャッシュフローは９億１６百万円の収入となり、前年同期に比べ２億７２

百万円（２２．９％）収入が減少しました。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 
投資活動によるキャッシュフローは２億８百万円の支出となり、前年同期と比べ１億８

４百万円（７８０．８％）支出が増加しました。これは有価証券及び投資有価証券の売却

収入が減少したこと及び固定資産の取得による支出が増加したことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 
 財務活動によるキャッシュフローは３億３６百万円の支出となり、前年同期と比べ支出

が５３百万円（１９．０％）増加しました。これは配当金の支払額が１億５百万円増加し

たことなどによるものです。 

・キャッシュフロー指標のトレンド 

 平成 13年 

9月中間期 

平成 14年 

3月期 

平成 14年 

9月中間期 

平成 15年 

3月期 

平成 15年 

9月中間期 

株主資本比率(%) 78.5 76.1 77.9 74.7 77.3 

時価ベースの株主資本比率(%) 304.3 410.5 313.0 232.0 330.8 

債務償還年数（年） 0.5 0.2 0.3 0.2 0.5 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ（倍） 153.4 474.8 457.8 786.1 374.9 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

中間期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

＊ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 
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4 ．中 間 連結財務諸表等  

(1) 中間連結貸借対照表 
  （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末           

(平成14年9月30日現在) 

当中間連結会計期間末           

(平成15年9月30日現在) 

前 連 結会計年度の           
要約連結貸借対照表           

(平成15年3月31日現在) 

期     別 

 

科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(資 産 の 部         )  
％ 

  
％ 

  
％ 

 

Ⅰ．流 動 資 産        

1． 現 金 及 び 預 金 6,410  10,752  10,336  

2． 受取手形及び売掛金 12,384  14,601  13,385  

3． 有 価 証 券 3,309  3,080  2,518  

4． た な 卸 資 産 3,549  3,657  3,453  

5． そ の 他 537  552  695  

貸 倒 引 当 金  △  81  △  126  △ 115  

流 動 資 産 合 計  26,109 79.1 32,518 85.0 30,274 82.3 

Ⅱ．固 定 資 産        

1． 有 形 固 定 資 産       

(1)  建 物 及 び 構 築 物 998  962  955  

(2)  土 地 187  187  187  

(3)  そ の 他 489  458  501  

有 形 固 定 資 産 合 計  1,676 5.1 1,609 4.2 1,644 4.5 

2． 無 形 固 定 資 産        

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 859  683  727  

(2) そ の 他 68  50  58  

 無 形 固 定 資 産 合 計  928 2.8 734 1.9 786 2.1 

3． 投 資 そ の 他 の 資 産        

(1)  投 資 有 価 証 券 2,787  1,939  2,358  

(2)  そ の 他 1,688  1,589  1,906  

 貸 倒 引 当 金  △  169  △  149  △ 189  

投資その他の資産合計  4,306 13.0 3,379 8.9 4,075 11.1 

固 定 資 産 合 計  6,911 20.9 5,723 15.0 6,506 17.7 

資 産 合 計 33,021 100.0 38,241 100.0 36,781 100.0 
       

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末           

(平成14年9月30日現在) 

当中間連結会計期間末           

(平成15年9月30日現在) 

前 連結会計年度の           
要約連結貸借対照表           

(平成15年3月31日現在) 

期     別 

  

 科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(負 債 の 部         )  
％ 
  

％ 
  

％ 
 

Ⅰ．流 動 負 債       

1． 支払手形及び買掛金 3,206  3,898  3,785  

2． 短 期 借 入 金 806  846  831  

3． 未 払 法 人 税 等 1,067  1,560  1,904  

4． そ の 他 1,146  1,251  1,649  

流 動 負 債 合 計 6,226 18.9 7,556 19.8 8,170 22.2 

Ⅱ．固 定 負 債       

1． 退 職 給 付 引 当 金 561  602  586  

2． 役員退職給与引当金 390  393  416  

3． そ の 他 11  10  8  

固 定 負 債 合 計 964 2.9 1,006 2.6 1,010 2.8 

負 債 合 計 7,190 21.8 8,562 22.4 9,181 25.0 

       

(少 数 株 主 持 分         )       

少 数 株 主 持 分 91 0.3 127 0.3 104 0.3 

       

(資 本 の 部         )       

Ⅰ．資 本 金 2,071 6.3 2,101 5.5 2,077 5.6 

Ⅱ．資 本 剰 余 金 3,144 9.5 3,174 8.3 3,150 8.6 

Ⅲ．利 益 剰 余 金 20,556 62.3 24,194 63.3 22,260 60.5 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 △ 15 △ 0.1 190 0.5 △ 6 △ 0.0 

Ⅴ．為 替換算調整勘定 2 0.0 △  79 △ 0.2 38 0.1 

Ⅵ．自 己 株 式 △ 19 △ 0.1 △  29 △ 0.1 △ 25 △ 0.1 

  25,738 77.9 29,551 77.3 27,495 

負債、少数株主持分及び資本合計 33,021 100.0 38,241 100.0 36,781 

74.7 

100.0 

       

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2) 中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間           
(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 

当中間連結会計期間           

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年 9月30日)

前連結会計年度の           
要約連結損益計算書           

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日)

期     別 
 
 

科     目 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高       27,709 100.0 32,495 100.0 57,749 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価       18,042 65.1 21,142 65.1 37,576 65.1 

      売 上 総 利 益          9,667 34.9 11,353 34.9 20,173 34.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,677 24.1 7,134 21.9 13,532 23.4 

      営 業 利 益          2,990 10.8 4,218 13.0 6,640 11.5 

Ⅳ 営 業 外 収 益             

 1．受 取 利 息          28  15  65  

 2．受 取 配 当 金          5  9  15  

 3．投資有価証券売却益          1  16  3  

 3．為 替 差 益          －   11  －   

 4．雑 収 入          4  18  15  

      営 業 外 収 益 合 計          40 0.1 73 0.2 99 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用             

 1．支 払 利 息          2  2  5  

 2．営 業 権 償 却          4  4  8  

 3．為 替 差 損          95  －   84  

 4．雑 損 失          6  0  17  

      営 業 外 費 用 合 計          108 0.4 7 0.0 115 0.2 

      経 常 利 益          2,922 10.5 4,285 13.2 6,624 11.5 

Ⅵ 特 別 損 失             

1．固 定 資 産 除 却 損 26  13  27  

2．投資有価証券評価損 214  47  304  

3．そ の 他 0  9  71  

特 別 損 失 合 計  242 0.8 70 0.2 404 0.7 

税金等調整前中間(当期)純利益 2,680 9.7 4,214 13.0 6,220 10.8 

法人税､住民税及び事業税 1,051 3.8 1,580 4.9 2,911 5.0 

法 人 税 等 調 整 額  87 0.3 200 0.6 △  242 △ 0.4 

少 数 株 主 利 益  18 0.1 23 0.1 32 0.1 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,522 5.5 2,409 7.4 3,518 6.1 
       

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(3) 中間連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間           
(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 

当中間連結会計期間           
(自 平成15年 4月 1日至 平成15年 9月30日) 

前 連 結 会 計 年 度           

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 
期     別 

 
 

科     目 
金    額 金    額 金    額 

 
（資本剰余金の部） 

      

Ⅰ資本剰余金期首残高    3,150   

資本準備金期首残高  3,137    3,137 

Ⅱ資本剰余金増加高       
  ストックオプション行使 
による新株式の発行 

 7 24  13 

Ⅲ資本剰余金中間期末（期末） 
残高  3,144 

 

3,174 3,150 

     
 

 

（利益剰余金の部）       

Ⅰ利益剰余金期首残高    22,260   

連結剰余金期首残高  19,339    19,339 

Ⅱ利益剰余金増加高       

中間（当期）純利益  1,522  2,409  3,518 

Ⅲ利益剰余金減少高       

  1．配当金 291  397  582  

  2．役員賞与 14 305 78 475 14 596 

Ⅳ利益剰余金中間期末（期末） 
残高 20,556  24,194 22,260 

  
 

   
 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書                          （単位：百万円） 

前中間連結会計期間           
(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 

当中間連結会計期間           
(自 平成15年 4月 1日至 平成15年 9月30日) 

前 連 結 会 計 年 度           
(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 

期     別 
 

科     目 
金    額 金    額 金    額 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    

1．税金等調整前中間(当期)純利益 2,680 4,214 6,220 
2．減価償却費 294 308 614 
3．連結調整勘定償却額  5 5 11 
4．役員退職給与引当金の増減額(減少:△) 22 △  22 48 
5．退職給付引当金の増加額 4 15 28 
6．貸倒引当金の増減額(減少:△) △  0 △  28 50 
7．受取利息及び受取配当金 △  33 △  26 △  80 
8．支払利息 2 3 5 
9．新株発行費 0 0 0 
10．為替差損益 15 △  77 75 
11．投資有価証券評価損 214 47 304 
12．投資有価証券売却益 △  1 △  16 △  3 
13. 有形固定資産売却損益 －  0 △  0 
14．有形固定資産除却損 27 13 27 
15. ソフトウェア除却損 0 8 71 
16. 役員賞与の支払額 △  14 △  78 △  14 
17．売上債権の増加額 △  666 △  1,258 △  1,333 
18．たな卸資産の増加額 △  244 △  182 △  108 
19．未払消費税の増減額(減少:△) 11 △  46 86 
20．仕入債務の増加額 304 137 502 
21．その他債権の増減額(増加:△) △  60 164 20 
22．未払経費等の増減額(減少:△) △  72 △  381 324 
      小   計 2,489 2,801 6,854 

23．利息及び配当金の受取額 47 23 92 
24．利息の支払額 △  2 △  2 △  5 
25．法人税等の支払額 △  1,344 △  1,905 △  2,360 
      営業活動によるキャッシュ･フロー 1,189 916 4,581 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

1．有価証券の取得による支出 △  49 －  △  49 
2．有価証券の売却による収入 500 50 1,649 
3．固定資産の取得による支出 △ 200 △  266 △  408 
4．固定資産の売却による収入 0 －  0 
5．投資有価証券の取得による支出 △  241 －  △  292 
6．投資有価証券の売却による収入 12 109 63 
7．連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得 △  30 －  △  30 
8．貸付による支出 －  △  28 －  
9．貸付金の回収による収入 0 9 6 
10. 保険積立による支出 △  14 △  13 △  29 
11．保険解約による収入 －  －  12 
12．定期預金の預入による支出 
13．その他 

－  
－  

△  68 
0 

△  28 
△  127 

      投資活動によるキャッシュ･フロー △  23 △  208 764 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    

1．短期借入による収入 －  148 30 
2．短期借入金の返済による支出 －  △  131 △  6 
3．株式の発行による収入 13 48 26 
4．自己株式の取得による支出 △  5 △  4 △  11 
5．配当金の支払額 △  291 △  397 △  583 
      財務活動によるキャッシュ･フロー △  282 △  336 △  543 
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △  35 △  22 △  56 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 847 349 4,745 
 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 7,596 12,342 7,596 
 Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 8,443 12,692 12,342 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  
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〔 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 〕 

１. 連結の範囲に関する事項 

(イ) 連結子会社の数 

連結子会社数…12社 

連結子会社名、MISUMI E.A.HK LIMITED、MISUMI TAIWAN CORP.、MISUMI OF THE 

AMERICAS,INC.、MISUMI UK LTD、MISUMI EUROPA GmbH、MISUMI SOUTH EAST ASIA PTE.LTD.、

MISUMI(THAILAND)CO.,LTD.、MISUMI KOREA CORPORATION、SHANGHAI MISUMI INTERNATIONAL 

TRADING CO.,LTD、GUANGZHOU MISUMI INTERNATIONAL TRADING CO.,LTD. 、 SHANGHAI MISUMI 

PRECISION MACHINARY CO., LTD.、MULTI-BITS CO.,LTD 

（新規）当中間連結会計期間において新たに設立した子会社２社 

   MISUMI EUROPA GmbH、SHANGHAI MISUMI PRECISION MACHINARY CO., LTD. 

 (ロ) 非連結子会社の数及び主要な非連結子会社名 

非連結子会社数…１社 

非連結子会社のSHANGHAI MISUMI TRADING CO., LTD. は、小規模会社であり、総資産、

売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から除外しました。 

２. 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社のSHANGHAI MISUMI TRADING CO., LTD. は、中間純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。 

３. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

会社名   中間決算日   決算日 
SHANGHAI MISUMI INTERNATIONAL 
TRADING CO.,LTD 

  
6月30日 

  
12月31日 

GUANGZHOU MISUMI INTERNATIONAL 
TRADING CO.,LTD 

  
6月30日 

  
12月31日 

SHANGHAI MISUMI PRECISION 
MACHINARY CO., LTD. 

  
6月30日 

  
12月31日 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、中間連結決算日現在の中間財務諸表を採用して
おります。但し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整
を行っております。 
 

４. 会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① た な 卸 資 産   
  商 品 …… 主として移動平均法による原価法 
  貯 蔵 品 …… 主として最終仕入原価法 

② 有 価 証 券   
 満期保有目的の債券 …… 償却原価法 
 そ の 他 有 価 証 券   

  
時価のあるもの …… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定） 
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  時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

③ デ リ バ テ ィ ブ …… 時価法 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有 形 固 定 資 産 …… 親会社は主として定率法を採用し、在外連結子会社は主
として定額法を採用しております。（ただし、絵画(器具
備品)は５年均等償却） 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物及び構築物 ３年 ～ ４５年 

② 無 形 固 定 資 産  

  営 業 権 …… ３年均等償却 

  
ソ フ ト ウ エ ア 
（ 自 社 利 用 分 ） 

…… 社内における利用可能期間（５年）による定額法 

  そ の 他 の 
無 形 固 定 資 産 

…… 定額法 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金 …… 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

② 退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務見込額に基づき、当中間連結会計期間末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。

③ 役員退職給与引当金 …… 親会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については､賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 …… 税抜方式によっております。 

５. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3 ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を計

上しております。 
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〔 注 記 事 項 〕 
（単位：百万円） 

（ 中間連結貸借対照表関係 ） 
 前中間連結会計期間末           

(平成14年9月30日現在)

 
 
当中間連結会計期間末           

(平成15年9月30日現在)

 
 
前連結会計年度末           

(平成15年3月31日現在)

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,235  2,416  2,389 

  
 
（ 中間連結損益計算書関係 ） 

（単位：百万円） 

(1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 前中間連結会計期間           
(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 

当中間連結会計期間           
(自 平成15年 4月 1日至 平成15年 9月30日) 

前 連 結 会 計 年 度           
(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 

運賃荷造費 1,572 1,795 3,296 

広告宣伝費 964 942 1,315 

給料手当 722 902 1,546 

貸倒引当金繰入 27 39 102 

退職給付費用 48 25 98 

役員退職給与引当金繰入 24 51 48 

業務委託料 1,136 1,219 2,324 

有形固定資産償却費 138 163 300 

無形固定資産償却費 151 141 314 

 

（ 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 ） 

（単位：百万円） 
１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  
 

前中間連結会計期間           

(平成14年9月30日現在)

 
 
当中間連結会計期間           

(平成15年9月30日現在)

 
 
前 連 結 会 計 年 度           

(平成15年3月31日現在)

現 金 及 び 預 金 勘 定  6,410  10,752  10,336 

預け入れ期間が 3 ヶ月を超える定期預金  △ 28  △ 122   △ 56 
容易に換金可能でかつ価値の変動について 
わずかのリスクしか負わない有価証券  2,061  2,061  2,061 

現 金 及 び 現 金 同 等 物  8,443  12,692  12,342 

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結子会社となった MULTI-BITS CO.,LTD の連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであり
ます。 

  
 

前中間連結会計期間           

(平成14年9月30日現在)

 
 
当中間連結会計期間           

(平成15年9月30日現在)

 
 
前 連 結 会 計 年 度           

(平成15年3月31日現在)

流動資産  88  －   88 

固定資産  8  －   8 

連結調整勘定  34  －   34 

流動負債  △ 88  －   △ 88 

新規連結子会社株式の取得価額  43  －   43 

新規連結子会社の現金及び現金同等物  △ 12  －   △ 12 

差引：新規連結子会社取得のための支出  30  －   30 
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（単位：百万円） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

 前中間連結会計期間           

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 
 

当中間連結会計期間           

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年 9月30日) 
 
前 連 結 会 計 年 度           

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日)
取 得 価 額 相 当 額   59  54  54 

減価償却累計額相当額  22  32  25 

中間期末(期末)残高相当額  36  21  29 

上記金額は、有形固定資産「その他」であります。 

 

② 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

  前中間連結会計期間           当中間連結会計期間           前 連 結 会 計 年 度          

１ 年 以 内  14  10  13 

１ 年 超  21  11  15 

合 計  36  21  29 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、有形固定資

産の中間期末（期末）残高等に占める未経過リース料中間期末（期末）残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しています。 

③ 支払リース料、減価償却費相当額 

  前中間連結会計期間           当中間連結会計期間           前 連 結 会 計 年 度          

支 払 リ ー ス 料  6  7  13 

減価償却費相当額  6  7  13 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．セグメント情報 

(1) 事業の種類別セグメント情報                                                (単位：百万円)  
 

前中間連結会計期間           

(自 平成14年4月１日至 平成14年9月30日) 
  

 

FA用 
部品事業 

金型用 
部品事業 

 
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
部品事業 

その他事業 合   計 
消去又は 
全社 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                                                       
  売 上 高                                                                       
  (1)外部顧客に対する売上高             8,899 11,738 2,644 4,426 27,709 － 27,709 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高             

    又 は 振 替 高             
－ － － － － － － 

計 8,899 11,738 2,644 4,426 27,709 － 27,709 
   営 業 費 用               7,303 10,003 2,563 4,375 24,245 474  24,719 
   営 業 利 益               1,596 1,734 81 51 3,464 (474) 2,990 
 

当中間連結会計期間           

(自 平成15年4月１日至 平成15年9月30日) 
  

 

FA用 
部品事業 

金型用 
部品事業 

 
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
部品事業 

その他事業 合   計 
消去又は 
全社 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                                                       
  売 上 高                                                                       
  (1)外部顧客に対する売上高             12,002 12,377 3,397 4,719 32,495 － 32,495 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高             

    又 は 振 替 高             
－ － － － － － － 

計 12,002 12,377 3,397 4,719 32,495 － 32,495 
   営 業 費 用               9,934 10,535 3,149 4,656 28,276 － 28,276 
   営 業 利 益               2,067 1,841 247 62 4,218 － 4,218 

 
前 連 結 会 計 年 度           

(自 平成14年4月１日至 平成15年3月31日) 
  

 

FA用 
部品事業 

金型用 
部品事業 

 
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
部品事業 

その他事業 合   計 
消去又は 
全社 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                                                       
  売 上 高                                                                       
  (1)外部顧客に対する売上高             19,162 23,560 5,808 9,218 57,749 － 57,749 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高             

    又 は 振 替 高             
－ － － － － － － 

計 19,162 23,560 5,808 9,218 57,749 － 57,749 
   営 業 費 用               15,581 19,910 5,417 8,946 49,856 1,252  51,108 
   営 業 利 益               3,581 3,649 391 271 7,893 (1,252) 6,640 
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(注)1. 事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は､当社の社内管理区分をベースに商品の系列及び市場の類似性を考

慮して区分しております。 

2. 各事業区分の主要製品 

事 業 区 分 製 品 名        

Ｆ Ａ 用 部 品 事 業             リニアシャフト・プーリー・モーター・アルミフレーム 等 

金 型 用 部 品 事 業            
パンチ・ダイ部品・ガイドピンブッシュ部品・エジェクタ部品・コアピ
ン部品・ガイド部品 等 

エレクトロニクス部品事業 制御用ＰＣ･配線部品 等 

そ の 他 事 業             金型加工用工具・医療用消耗品・業務用食材消耗品・デジタル素材 等 

3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額の主なものは、親会社本社の

管理部門に係る費用であり、各連結会計期間での金額は下記のとおりであります。 

前中間連結会計期間 474 百万円 
当中間連結会計期間       －  百万円 
前 連 結 会 計 年 度 1,252 百万円 

4. 営業費用の配賦方法の変更 

  従来、親会社の管理部門に係る費用を消去又は全社の項目に営業費用として記載しておりました

が、当中間連結会計期間より営業費用の配賦方法を変更し、各セグメントへ配賦することとしまし

た。この変更は、営業費用の配分方法をより当社の経営管理の手法に即したものとし、セグメント

別営業損益の実態をより適切に表示するためであります。 

  この結果、従来の方法に比較して当中間連結会計期間の営業費用はＦＡ用部品事業で 269 百万円、

金型用部品事業で 66 百万円、エレクトロニクス部品事業で 149 百万円、その他事業で 3 百万円増

加して、消去又は全社の項目で 489 百万円減少しております。また、各セグメントの営業利益がそ

れぞれ同額減少又は増加しております。 
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 (2) 所在地別セグメント情報                                                     (単位：百万円) 
 

前中間連結会計期間           

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 
 

日 本    アジア 北米･南米 ヨーロッパ 合 計    消去又は全社 連 結    

売 上 高 及 び 営 業 損 益                                                                      
売 上 高                                                                      
(1) 外部顧客に対する売上高            24,979 1,882 691 155 27,709 －  27,709 

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高            1,527 264 4 130 1,927 (1,927) －  

計 26,507 2,147 696 286 29,636 (1,927) 27,709 

営 業 費 用 23,216 1,969 707 296 26,190 (1,470) 24,719 

営業利益又は損失(△) 3,290 177 △ 11 △ 9 3,446 (456) 2,990 

  

当中間連結会計期間           

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年 9月30日) 
 

日 本    アジア 北米･南米 ヨーロッパ 合 計    消去又は全社 連 結    

売 上 高 及 び 営 業 損 益                                                                      
売 上 高                                                                      
(1) 外部顧客に対する売上高            29,103 2,385 801 205 32,495 － 32,495 

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高            1,952 321 5 155 2,435 (2,435) －  

計 31,055 2,706 807 361 34,931 (2,435) 32,495 

営 業 費 用 26,961 2,551 749 396 30,658 (2,381) 28,276 

営業利益又は損失(△) 4,094 155 57 △ 35 4,272 (53) 4,218 

 
前 連 結 会 計 年 度           

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 
 

日 本    アジア 北米･南米 ヨーロッパ 合 計    消去又は全社 連 結    

売 上 高 及 び 営 業 損 益                                                                      
売 上 高                     
(1) 外部顧客に対する売上高            52,056 3,845 1,519 328 57,749 － 57,749 

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高            3,140 562 11 253 3,968 (3,968) － 

計 55,197 4,407 1,530 582 61,718 (3,968) 57,749 

営 業 費 用 47,665 4,127 1,489 578 53,861 (2,752) 51,108 

営 業 利 益 7,531 279 40 3 7,856 (1,215) 6,640 

 (注) 1. 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

2. 本邦以外の区分に属する地域の内訳は以下の通りであります。 

      (1) ア ジ ア      …… 台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国 

      (2) 北米・南米 …… アメリカ・カナダ・南米諸国 

      (3) ヨーロッパ …… イギリス・ドイツ・他の欧州諸国 

3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額の主なものは、親会社本

社の管理部門に係る費用であり、各連結会計期間での金額は下記のとおりであります。 

前中間連結会計期間 474 百万円 

当中間連結会計期間       －  百万円 
前 連 結 会 計 年 度  1,252 百万円 

4. 従来、親会社の管理部門に係る費用を消去又は全社の項目に営業費用として記載しておりまし 

たが、当中間連結会計期間より営業費用の配賦方法を変更することとし、各セグメントへ配賦する

こととしました。この変更は、営業費用の配分方法をより当社の経営管理の手法に即したものとし、

セグメント別営業損益の実態をより適切に表示するためであります。 
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この結果、従来の方法によった場合と比較して営業費用が日本で 489 百万円増加し、消去又は全

社で同額減少しました。 

 

 

 (3) 海外売上高                                                                (単位：百万円) 

 

前中間連結会計期間        （自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

 ア ジ ア     北米・南米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高            1,904 691 155 2,751 

Ⅱ 連 結 売 上 高               27,709 

Ⅲ 
連結売上高に占める            
海外売上高の割合(％)            6.9 2.5 0.5 9.9 

 

当中間連結会計期間        （自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日） 

 ア ジ ア     北米・南米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高            2,391 801 205 3,398 

Ⅱ 連 結 売 上 高               32,495 

Ⅲ 
連結売上高に占める            
海外売上高の割合(％)            7.4 2.5 0.6 10.5 

 

前連結会計年度         （自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 3 月 31 日） 

 ア ジ ア     北米・南米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高            3,940 1,519 329 5,788 

Ⅱ 連 結 売 上 高               57,749 

Ⅲ 
連結売上高に占める            
海外売上高の割合(％)            6.8 2.6 0.6 10.0 

 (注) 1. 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

2. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

3. 各区分に属する主な国又は地域 

       (1) ア ジ ア      …… 台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国 

       (2) 北米・南米 …… アメリカ・カナダ・南米諸国 

       (3) ヨーロッパ …… イギリス・ドイツ・他の欧州諸国 

 

 

 

６．生産、受注及び販売の状況 

販売実績については、「３.(1)経営成績」にて記載しているため、説明を省略しております。 
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７．有価証券関係                                                         
（単位：百万円） 

（前中間連結会計期間末）（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  中間連結貸借対照表 
計 上 額 

 時       価  差 額 

社     債 1,195 1,193 △  1 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価  中間連結貸借対照表 計 上 額 
 差 額 

① 株        式 175  248  73 

② 債        券      

社        債 1,487  1,459  △  28 

③ そ   の   他  1,159  1,083  △  75 

 合   計  2,822  2,791  △  31 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

マネー･マネージメントファンド等 2,061 

非上場国内債券 0 

非上場外国株式 48 
 

（当中間連結会計期間末）（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  中間連結貸借対照表 
計 上 額 

 時       価  差 額 

社     債 98 100 2 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価  中間連結貸借対照表 計 上 額 
 差 額 

① 株        式 351  635  284 

② 債        券      

社        債 1,290  1,318  27 

③ そ   の   他  897  905  7 

 合   計  2,539  2,859  319 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

マネー･マネージメントファンド等 2,061 

非上場国内債券 0 

非上場外国株式 0 
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（前連結会計年度末）（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

                               （単位：百万円） 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

    連結貸借対照表計上額   時価   差額 

  社債   97         100        3        

  

(2)その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価  連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 
 差 額 

① 株        式 397  488  90 

② 債        券      

社        債 1,388  1,391  3 

③ そ   の   他  897  791  △  106 

 合   計  2,684  2,671  △  13 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券  

マネー･マネージメントファンド等 2,061 
非上場国内債券 0 
非上場外国株式 46 

 

８．デリバティブ取引関係 

  （単位：百万円） 

（前中間連結会計期間末） （平成 14 年 9 月 30 日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(1) 通  貨  関  連 

契約額等 時 価  評価損益 
区分 種類 

 うち１年超   

為替予約取引     

買     建     
米   ド   ル 539 －  512 △  26 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引      

 合     計 539 －  512 △  26 

 (注) 時価の算定方法  先物為替相場を使用しております。 

（当中間連結会計期間末） （平成 15 年 9 月 30 日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

為替予約取引を行っておりますが、中間連結会計期間末日に未決済残高がないため、該

当事項はありません。 

（前連結会計年度末） （平成 15 年 3 月 31 日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

為替予約取引を行っておりますが、連結会計年度末日に未決済残高がないため、該当事

項はありません。 


